
まちづくり市民会議 総務企画委員会との意見交換会議事録 
 

■日 時  ２００９年１月１５日（木） 午後１時３０分～午後２時４５分 

■場 所  太田市役所 ４階 庁議室 

■出席者  福島会長、浦野委員長、西村委員長（市民会議３名） 

      越塚議員（委員長）、石倉議員（副委員長）、髙田議員、鹿山議員、 

小林議員、星野議員、木村議員、斉藤議員、半田議員、正田議員 

（議会総務企画委員会１０名） 

石川副局長、富澤係長代理、井上主任（議会事務局３名） 

小林課長、田中課長補佐、奥川係長代理、正田主任、小川主任 

（企画政策課５名） 

■傍聴者  久保田議員、大島議員、大川議員（議員３名） 
  
【概要】 
１．会議の目的 

     ・市議会議員（総務企画委員会の委員）に提言案を提示し、質疑の受付や意見交換

を行う。 

 

２．意見交換の内容 

 ・まちづくり市民会議の福島会長が、まちづくり基本条例の答申と提言案を説明し

た。 

 ・提言案は、①まちづくり基本条例の周知徹底についての提言 ②次世代に大きな

負担を残さない財政健全化と財務状況を的確に市民と共有する提言 ③太田市議

会基本条例制定についての提言を中心に説明した。 

 ・意見交換は福島会長が座長を務め、主な意見は次のとおりである。 

 

●まちづくり市民会議の主な意見 

・以前に地域コミュニティの参加率を調査したが、平均参加率は 91％、最低値は

45％であった。 

・町内会の参加を促すため、行政からの啓蒙が必要であると考えている。特にアパ

ート入居者の加入率が低いため、行政の支援が重要である。 

・納税とは別に消防、地区社協、青健推など世帯単位の負担が町内会に求められて

いるため、市民の町内会への参加率を改善する必要がある。 

 ・区長会の了承があれば、地域の了解が得られたものと解釈し、まちづくりを行っ

ている。 

 ・区長会、町内会の目的を明確にした上で、区長会や区長制度を改善する必要が 

ある。（行政が全市民に参加を働きかけるためには不可欠な要素である）。 

 ・大多数の市民は、市の最上位規範である「まちづくり基本条例」の存在を知らな

い。条例の存在だけでも知っていて欲しい。 

 ・人口減少時代を迎え、今後、納税者の減少や市民所得の縮小が見込まれるが、行

政コストは増加することが予想される。 



 ・市民、議会、行政が一体となって財政改革に取り組む必要があると考える。 

 ・まちづくり基本条例のアンケートは、議員からの回答が少なかったため、基本条

例に関する認識を高めていただきたい。 

 ・新生太田総合計画や都市計画マスタープランの「中心拠点」「生活拠点」は、基

準を明確にすべきである。学校や病院を始め、どの様な施設が必要か条件づくり

をした上で、位置づけるべきである。 

 ・中心市街地の空洞化が進行しているため、城西の杜の分譲など、郊外への転出を

促す事業は疑問である。 

 ・新生太田総合計画の「行財政の推進」は、行政改革の内容ではない。 

 ・農業や林業は、効率的な産業に変えていくべきである。 

 

●総務企画委員会委員の主な意見 

 ・市民レベルで率直な意見を頂けることはありがたい。 

 ・財政の問題は、多様な視点で捉えなければならないと考えている。 

 ・幼児や子供を対象にした施設の耐震化や総合太田病院の移転など、安全・安心 

なまちづくりを充実させるため、財政出動が必要な時期であると考えている。 

 ・議会基本条例の制定は賛成できる。 

 ・市民に対する議会公開は必要である。 

 ・旧市街地の再開発は、居住スペースを確保することが有効であるとの考え方が 

あるが、現状は区画整理事業を実施し、少しずつ変えていくしかない。 

 ・市営住宅も建設し、定住者の確保に努めている。 

 ・住宅団地の造成を一方的に不可とするのはどうか。新たな雇用確保や税収増が見

込めるので、城西の杜は成果があったと考える。よく検討する必要がある。 

 ・人口減少社会に入ると元気になるまちは少ない。限界集落や準限界集落の分析は

今後、有効に活用する必要がある。 

 ・議員からの政策提言が行われていないため、議員も更に努力が必要であると考え

ている。 

 ・次世代に大きな負担を残さないことは重要であるが、タイミングによっては財政

出動が必要である。 

 ・マイナス志向で未来を語る方法があるが、プラス志向でまちづくりを行うことも

重要である。 

 ・提言は小さな政府を目指す内容になっているが、将来の太田市をどのように創る

かを明確にして、財政を考えるべきである。 

 ・様々なグループが考えを出しあい、本市の均衡ある発展を目指すべきである。 

 ・良い提言であるが、今後どう実践していくかが課題である。 

 

 ※今後の会議 

 ・定例会 １月 30 日（金）＜午後 6時 30分、市役所 ４階 庁議室（10階へ集合）＞ 

３月 27 日（金）＜午後 6時 30分、市役所 10階 政策推進会議室＞ 

 ・関係課意見交換会 ＜午後 6時、市役所 10階 政策推進会議室＞ 

   第１小委員会：２月 ５日（木）、第２小委員会：２月 12 日（火） 

   第３小委員会：２月 17 日（火） 

 ＊詳細は１月 16 日付「今後の会議日程について」の通知をご確認ください。 


